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顧客関係性変革による食品メーカーの成長戦略

○木原 深，青木英彦（東京理科大学）

【 】

 はじめに

昨今、流通業界において下請け代金の減額や過剰在庫の横流しのような問題が取り上げられることが

多い。しかし、これらは今にはじまったことではなく、日本古来の商習慣[1]が、現在の流通業界におけ

る取引制度、業界構造やパワーバランスに合致しないために表面化してきているだけだと筆者は考えて

いる。 
これらの問題、パワーバランスの是正を求め、日本小売業協会をはじめ非常に多くの識者たちが、流

通業界の変革について提言をされてこられた。そのほとんどが小売業に対し、現在の取引制度の見直し

や川上（卸、メーカー）との協業を求めるものである。しかし、現場での目先の優位的地位を失いたく

ない小売業ではそれらを受け入れることは少なく、長期的な価値創出からは目を逸らして負担を卸やメ

ーカーにかけ続けているのが現実である。特に、スーパーやコンビニエンスストアに並ぶ惣菜、弁当に

原料を納める、いわゆる業務用食品ビジネスにおいては返品や在庫の状況が外からは一層見えづらく、

実態把握が遅れているのが現状ではないだろうか。 
このような現状に対し、メーカー側が小売や卸に対する交渉力を高めることで、現在の流通業界構造

の見直しに一石を投じることができないかを、実際のメーカー事例から考察したものが本研究である。

元来、建値制度やリベート等の取引制度はメーカーが主導、あるいはメーカーと小売が協業することで

生まれたものである。メーカーの立ち位置を改善あるいは再び高め、流通業界全体で消費者への提供価

値を高められるエコシステム構築の在り方を提案する。 
 

 流通業界の現状と先行事例

小売業界の食品市場概況とパワーバランス歪みの理由 
小売の業界構造はこの３０～４０年で大きく変化している。１９８８年から２０１６年にかけて日本

の小売店舗数は約６割まで減少[2][3]している一方、食品市場規模は７０兆円以上で安定[4][5]しており、

チェーンストア食品販売額も８～９兆円規模で推移している[6]。これらの事実は小売の寡占化、集中化

が進んでいることを示しており、このことが大規模小売間のＰＢ商品開発を含む激しい価格競争を助長

しているとの指摘もある[7]。結果として小売間の競争が激しくなるほど、卸業やメーカーへのコスト要

求も厳しくなり、消費者の嗜好性多様化も相俟って商品改廃スピードも速くなることで小ロット多頻度

配送、返品・過剰在庫の押し付けが横行[8]し、メーカーの利益が著しく圧迫されている（表 1）。その結

果は日本の小売業の労働生産性の低さにも表れており、米国の約３分の１とされている[9] 

 
表 1：労働生産性低下や環境問題を生じさせている商慣行の仮説 

（「令和元年度日本と海外における食料品の流通・加工実態の比較調査委託事業報告書」より抜粋） 
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適正取引推進に向けた提言の先行事例 

これらの課題に対し、流通業界全体、特に小売業界に対して取引適正化に向けた数多くの提言がなさ

れている。その提言の多くが、日本独特の商習慣、取引制度の透明性の低さを指摘し、サプライチェー

ンの連携、改善、変革による効率化を通じたリソース配分の最適化を掲げている。特に、日本小売業協

会が令和 3 年にまとめられた「日本の小売業 CEO、CIO への提言書」は日本の流通業界状況を多岐に

わたる視点から指摘し、DX の重要性を提示しているものである[10]が、小売業の他社依存体質や小売

の価格競争からの脱却の必要性など、日本の流通業界の戦略そのものに言及している点は非常に興味深

い。 
一方、メーカーに対しての取引適正化に向けた提言は非常に少ない。令和３年１２月に農林水産省よ

り食品製造業全体を対象とした「食品製造業・小売業の適正取引推進ガイドライン」が公表（図 1）[11]
されているが、その内容は上述の小売業界への提言と大差はない。また、昨今の原材料費、労務費、エ

ネルギーコスト上昇の適切な価格転嫁フォローアップを政府を挙げて取り組む[12]としているが、対象

は中小企業（下請法対象企業）であり、効果は限定的と考えられる。 

 
図 1：ガイドラインの例（食品製造業者・小売業者間における適正取引推進ガイドライン（概要）より抜粋） 
 
取引の適正化が進みにくい理由 

以上、小売業およびメーカーへのこれまでの提言事例を挙げてきた。各企業の努力もあり、返品削減

や各企業内での物流改善、既存業務プロセスの効率化など、以前と比べかなり改善傾向にある。しかし、

一方で小売の現場はこれらの提言を歓迎していない感がある。これは、小売が卸やメーカーとの協業に

よる長期目線での価値創造以前に、現在の自分たちの優位的立場を失いたくないためと考えられる。取

引制度の改善は、現場の目先の業績的成果には現れづらく、評価されにくい。また、メーカーが自社の

利益を削ってまで対応する姿勢を引き出すことや、メーカーからのそのような申し入れは、バイヤーに

対し逆に「有利な条件を引き出している」という自信を与えている恐れさえ考えられる。 
したがって、小売に対する提言のみでは現状以上の取引適正化が見込みにくく、如何にメーカー側か

ら具体的且つ強力な交渉材料を持ちかけるかが大きなテーマになると考える。 

 適正取引に向けたメーカー戦略の実例と示唆

メーカーの取組み事例 
小売業との協働による適正な取引制度の構築についてはＰ＆Ｇとウォルマートの事例が有名である

が、ここではメーカー独自の戦略によって強い交渉力を獲得し、高い ROS を実現している２企業を分

析する。 
１． マコーミック：Ｍ＆Ａによる市場寡占を通じた交渉力アップ 

マコーミックはスパイス、シーズニングにおける世界シェア No.1 企業である。米国においてはシー

ズニングシェア 58％、スパイスシェア 31％を誇り、27 か国で事業展開、170 の国・地域で販売活動を

行っている。ROS17.3％と高い営業利益率からも小売に対する交渉力が高いと推測されるが、その戦略

の要は積極的な M＆A にある。1990 年から 2000 年にかけて、インドや欧州を中心としたスパイス、原

料企業を買収、JV 設立を行い川上の原料調達サプライチェーンを強化、その後に川下の中小規模だが

強固なブランドを保有するメーカーを買収している。さらにマコーミックは既述の通り多様な国・地域
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で販売を行っているといっても、その主要顧客はウォルマートやペプシコ、マクドナルドなど超巨大グ

ローバル企業であり、その 3 社で売上の 30％以上を占める[13]。つまり、世界各国からの安定した原料

調達力と大口顧客との強固な取引関係を構築することにより、有力ブランド買収を拡大し優位的地位を

高め続けているのである。これは、そもそもスパイスやシーズニングなど、消費者の嗜好性多様化に伴

いフレーバー市場が伸長し続けているからこそ成り立つ戦略であるが、一方で同カテゴリにおいてハウ

ス食品やヱスビー食品がシェアを占める日本への進出は控えめにするなど、ビジネスの“立地”と“棲

み分け”が絶妙であったと考えられる。 
また、この戦略は業務用ビジネスにおいても活用できる。2018 年以降はフレーバー事業の買収が目

立ち、上述の大口顧客に加え、クラフトやフリトレー、キャンベルなどの商品への PB 原料開発も積極

的に推進している。 
M＆A によるブランド拡張を通じ、マコーミックブランドそのものの小売や消費者に対する訴求力は

十分なため、彼らはヒトモノカネのリソースを主に原料調達のサプライチェーン構築とコスト削減に投

下していると考えられる。事業の集中と明確な戦略の打ち出しが成功の要因と推測される。 
 
２． アリアケジャパン：差別化技術の保有による自社ポジションの確立 

アリアケジャパンは 1978 年に茅ヶ崎で日本食資工業として設立された。ラーメン、カレー、ハム等

のメーカー原料や小売の惣菜、弁当に使用されるチキン、ポーク、ビーフの各エキスやスープ、パウダ

ーを主たる売り物としている業務用原料企業である。アリアケジャパンの強みは以下の 4 つに集約され

る[14]。 
・天然畜肉エキスのマスカスタマイゼーションによる生産、販売の規模を活かしながら多様な顧客ニー

ズに応える究極の汎用原料ビジネス 
・3,000 種以上の風味を作り分ける分析力とその製品化を支える CIM（コンピュータ統合生産）による

ほぼオートメーション化された生産体制 
・国内外の直接原料調達拠点の設立、大手取引先との直販体制の構築など、一気通貫のサプライチェー

ンの構築 
・有名料理専門店への原料導入、コネクション強化を通じた小売業への訴求力向上 

このように、料理に欠かせない存在でありながら安定した高品質と大量生産を実現したことにより、

店舗拡大を目指すラーメンやカレーなどの専門店や外食チェーンに強く支持され、その支持が小売業の

注目の的となり、アリアケジャパンは成長を遂げてきた。しかし、決して料理の主役ではない存在と、

特許出願を行わず開発、生産システムを門外不出とする独自の立ち位置の確立により、小売からの値下

げ要請を受けず、逆に年間契約を結んで継続的取組みに繋げるなど高い交渉力を有している。結果とし

て、国内の食品メーカーとしては極めて高い ROS20％を実現[15]している。自社のポジションを見誤ら

ず、自社主導の取引を行うことができる立場を獲得した好例と言える。 

メーカー戦略の成功事例から見える取引適正化戦略の全体像

以上みてきた通り、メーカー側が独自戦略を描くことにより他社との差別化を図り、小売において欠

かせない存在となることで取引適正化の交渉力を高めることは可能であると考えられる。しかし、この

ような構図が特に日本において機能していない理由は何か。既に述べた過当な価格競争もその主な要因

の一つであるが、筆者は食品メーカー間のポジショニングが明確になっていないために差別化が図り切

れていないことが原因と捉えている。食品はその製造方法も調理という感覚的な側面が強く、ノウハウ

化されることが多い。また、日本は過剰な品質レベルを追い求める傾向にあり、商品や原料そのものの

差別化へのリソース投下を行いにくく、結果として小売も「如何に高い品質を安く買うか」に終始して

しまう結果、同質化していくといった要因も考えられる。

そもそも食品の業務用ビジネスは、メーカー商品や小売の惣菜、弁当への原料つまり部品を納めるこ

とであり、メーカー 社で完結するものではない。競合との競争ではなく、差別化された原料、技術に

よる独自ポジションを確立し、競合間で共創することが結果として効率的なリソースの投下、小売にお

いても価格と品質の優位性に繋がることを示す必要がある。これこそが真の競争力（共創力）強化であ

り、これまでの小売に対する取引適正化の提言というアプローチのみならず、メーカーから流通業界全

体の成長戦略を仕掛ける新たな構図を創り出すものである（図 ）。をまた、原料そのものが差別化され

ていることで、各メーカーはマスカスタマイゼーションや同一原料の汎用活用による在庫減への可能性

も示唆される。如何にして差別化を図るかのより具体的な戦略は今後の研究で明らかにしていく所存で
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ある。

図 ：流通業界全体の取引適正化の方向性を考えるフレーム
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